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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の配線と、
　第２の配線と、
　前記第２の配線と前記第１の配線との間に設けられ、前記第２の配線の表面のうち少な
くとも前記第１の配線の側の面を覆う無機材料膜と、前記無機材料膜を覆う第１の有機樹
脂材料膜と、前記第１の有機樹脂材料膜上に設けられた第２の有機樹脂材料膜を含む第１
の絶縁膜と、
　前記第２の配線と前記第１の配線との間に設けられ、前記第１の有機材料絶縁膜と前記
第２の有機材料絶縁膜との間に設けられた第３の配線と、
　前記第１の配線と前記第２の配線とが重畳する領域の前記第１の絶縁膜を上下に貫通す
るビア接続孔に設けられたビア接続部と、
　を備え、
　前記ビア接続部は、前記ビア接続孔の底部に露出する前記第２の配線の前記第１の配線
側の面上と前記ビア接続孔の内壁上とに配置された第１のバリア導電層を有する、
多層配線構造体。
【請求項２】
　前記無機材料膜は、前記第２の配線の前記ビア接続部に重畳する領域を除く前記第２の
配線の上面全面と、前記第２の配線の側面全面とを直接覆い、ＳｉＮ又はＳｉＣから構成
された第１の無機材料膜、及び前記第１の無機材料膜の全面を覆い、ＳｉＯ2、ＳｉＯＣ
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又はＳｉＯＦから構成された第２の無機材料膜からなる、請求項１に記載の多層配線構造
体。
【請求項３】
　前記第１の無機材料膜の厚さは、前記第２の無機材料膜の厚さよりも薄い、請求項２に
記載の多層配線構造体。
【請求項４】
　前記無機材料膜の前記ビア接続孔の内壁側の端部は、前記第１のバリア導電層に接触す
る、請求項１に記載の多層配線構造体。
【請求項５】
　前記第１の有機樹脂材料膜及び前記第２の有機樹脂材料膜を構成する材料の誘電率の値
は、前記無機材料膜を構成する材料の誘電率の値よりも小さい請求項１に記載の多層配線
構造体。
【請求項６】
　前記第１の配線と前記第２の配線とが重畳する領域において、前記無機材料膜と前記第
１の有機樹脂材料膜との膜厚の合計に対して前記無機材料膜の割合が２０％以上８０％以
下である請求項１に記載の多層配線構造体。
【請求項７】
　前記第１のバリア導電層の材料は高融点金属またはその化合物を含む請求項１に記載の
多層配線構造体。
【請求項８】
　前記ビア接続部は、前記第１の配線、前記第２の配線、及び前記第３の配線が重畳する
領域に設けられる、請求項１に記載の多層配線構造体。
【請求項９】
　前記ビア接続孔は、
　第２の有機樹脂材料膜に設けられ、前記第３の配線の前記第１の配線側の面を露出する
第１のビア接続孔と、
　前記第１の有機樹脂材料膜及び前記無機材料膜に設けられ、前記第２の配線の前記第３
の配線側の面を露出する第２のビア接続孔と、を有し、
　前記ビア接続部は、
　前記第１のビア接続孔に設けられ、前記第１の配線と前記第３の配線とを接続する第１
のビア接続部と、
　前記第２のビア接続孔に設けられ、前記第３の配線と前記第２の配線とを接続する第２
のビア接続部と、を有し、
　前記１のビア接続部は、前記第１のビア接続孔の底部に露出する前記第３の配線の前記
第１の配線側の面に配置された第２のバリア導電層が配置されている請求項８に記載の多
層配線構造体。
【請求項１０】
　前記第１の配線の表面のうち前記第２の配線の側とは反対側の面の少なくとも一部を覆
う無機材料膜を含む第２の絶縁膜をさらに備える、請求項１乃至９の何れか一項に記載の
多層配線構造体。
【請求項１１】
　前記第２の絶縁膜に含まれる無機材料膜は、前記第１の配線の上面の少なくとも一部と
、前記第１の配線の側面全面とを直接覆い、ＳｉＮ又はＳｉＣから構成された第３の無機
材料膜、及び前記第３の無機材料膜の全面を覆い、ＳｉＯ2、ＳｉＯＣ又はＳｉＯＦから
構成された第４の無機材料膜からなる、請求項１０に記載の多層配線構造体。
【請求項１２】
　前記第３の配線と同層に設けられた第４の配線と、
　前記第４の配線上に設けられた第５の配線と、
をさらに備え、
　前記第４の配線と前記第５の配線との間には、他の配線が配置されていない請求項１に
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記載の多層配線構造体。
【請求項１３】
　前記ビア接続孔は、０．５μｍ～２０μｍの孔径を有し、
　前記ビア接続孔の高さは、５μｍ～２０μｍである、請求項１乃至１２の何れか一項に
記載の多層配線構造体。
【請求項１４】
　第１の配線と、
　第２の配線と、
　前記第２の配線と前記第１の配線との間に設けられ、前記第２の配線の表面のうち少な
くとも前記第１の配線の側の面を覆い、前記第２の配線の側面と接する第１の有機樹脂材
料膜と、
　前記第２の配線と前記第１の配線との間に設けられ、前記第１の有機樹脂材料膜上に設
けられた第３の配線と、
　前記第１の配線と前記第１の有機樹脂材料膜との間に設けられ、前記第３の配線の表面
のうち少なくとも前記第１の配線の側の面を覆う無機材料膜と、前記無機材料膜を覆う第
２の有機樹脂材料膜とを含む絶縁膜と、
　前記第１の配線と第３の配線とが重畳する領域の前記絶縁膜を上下に貫通するビア接続
孔に設けられた第１のビア接続部と、
　前記第３の配線と第２の配線とが重畳する領域の前記第１の有機樹脂材料膜を上下に貫
通するビア接続孔に設けられた第２のビア接続部と、
　を備え、
　前記第１のビア接続部は、前記第１のビア接続孔の底部に露出する前記第３の配線上と
前記第１のビア接続孔の内壁上とに配置されたバリア導電層を有する、多層配線構造体。
【請求項１５】
　前記無機材料膜は、前記第３の配線の前記ビア接続部に重畳する領域を除く前記第３の
配線の上面全面と、前記第３の配線の側面全面とを直接覆い、ＳｉＮ又はＳｉＣから構成
された第１の無機材料膜、及び前記第１の無機材料膜の全面を覆い、ＳｉＯ2、ＳｉＯＣ
又はＳｉＯＦから構成された第２の無機材料膜からなる、請求項１４に記載の多層配線構
造体。
【請求項１６】
　前記第１の無機材料膜の厚さは、前記第２の無機材料膜の厚さよりも薄い、請求項１５
に記載の多層配線構造体。
【請求項１７】
　前記無機材料膜の前記第１のビア接続孔の内壁側の端部は、前記バリア導電層に接触す
る、請求項１４に記載の多層配線構造体。
【請求項１８】
　前記第１の有機樹脂材料膜及び前記第２の有機樹脂材料膜を構成する材料の誘電率の値
は、前記無機材料膜を構成する材料の誘電率の値よりも小さい、請求項１４に記載の多層
配線構造体。
【請求項１９】
　前記第１の配線と前記第３の配線とが重畳する領域において、前記無機材料膜と前記第
２の有機樹脂材料膜との膜厚の合計に対して前記無機材料膜の割合が２０％以上８０％以
下である、請求項１４に記載の多層配線構造体。
【請求項２０】
　前記バリア導電層の材料は高融点金属またはその化合物を含む、請求項１４に記載の多
層配線構造体。
【請求項２１】
　前記第２の配線と同層に設けられた第４の配線と、
　前記第４の配線上に設けられた第５の配線と、
をさらに備え、
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　前記第４の配線と前記第５の配線との間には、他の配線が配置されていない、請求項１
４に記載の多層配線構造体。
【請求項２２】
　前記ビア接続孔は、０．５μｍ～２０μｍの孔径を有し、
　前記ビア接続孔の高さは、５μｍ～２０μｍである、請求項１４乃至２１の何れか一項
に記載の多層配線構造体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、多層配線構造体及びその製造方法に関する。特に、Ｃｕ配線が絶縁層を介し
て多層化された多層配線構造体及びその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　複数の層に複数の配線が配置され、異なる層に配置された複数の配線を接続するための
接続孔が設けられた多層配線構造体が知られている（例えば、特許文献１参照。）。この
ような多層配線構造体においては、層と層との間の絶縁材料として、ポリイミドなどの有
機樹脂材料が用いられる場合が多い。有機樹脂材料の誘電率は一般的に小さな値であり、
配線を伝達する信号の遅延が生じにくいからである。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０００－１５０５１９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、有機樹脂材料の熱膨張率は配線の材料である銅などの熱膨張率よりも大
きい。このため、配線構造体に熱サイクル試験を施したり高温の環境で使用したりすると
、樹脂材料の熱膨張率と配線の熱膨張率との差により、接続孔の底部などで断線が起こり
やすくなる。
【０００５】
　すなわち、有機樹脂の熱膨張率（線膨張率）は５０～１００Ｅ－６／Ｋであるのに対し
、配線材として銅（Ｃｕ）を用いる場合には、配線材の熱膨張率（線膨張率）は１７Ｅ－
６／Ｋである。このように、有機樹脂の熱膨張率が配線材の熱膨張率が数倍大きく、配線
層の形成工程において例えば２００℃を超える雰囲気に曝された場合、接続孔の銅に引っ
張り応力が発生することとなる。なお、引っ張り応力は有機樹脂の熱膨張が有機樹脂の上
下の配線の間の距離を引き離す方向に作用するために発生する。
【０００６】
　このため、この引っ張り応力を緩和しようとして接続孔内の銅が移動しようとし、接続
孔の底部にボイドが形成されることとなる。このボイドにより、上下の配線の間の電気的
な接続不良が生じる。
【０００７】
　また、このようなボイドの発生以外にも、接続孔の底部及び側面を覆うバリア導電層と
有機樹脂の密着力が低いので、バリア導電層の変形や有機樹脂からの剥離も発生する。
【０００８】
　一般にプリント基板やインターポーザーなどの多層配線構造は、－２５℃から１２５℃
までの温度の変化サイクルが発生する環境下で使用されることが想定されている。このよ
うな環境における温度の変化サイクルも接続孔内の銅に対して強い引っ張り応力を発生さ
せ、上記と同様に接続不良が発生する。
【０００９】
　また、近年においてはＬＳＩの微細化及び高集積化が進むとともに、プリント基板やイ
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ンターポーザーへのＬＳＩチップの実装が増える傾向にある。したがって、多層配線構造
に対して配線層の高密度化の要求が一層高まっている。
【００１０】
　このような高密度化を実現するためには、配線の幅、配線の間隔及び接続孔のサイズを
縮小し、さらに、接続銅の上部にさらに接続孔を重ねるスタックトビアと呼ばれる構造が
必要となる。このため、接続孔内の銅の引っ張り応力をさらに増大させ、接続の不良率の
発生が高まり、信頼性を低下させる原因となっている。
【００１１】
　そこで、本発明は、接続孔の底部などでの断線を低減させる多層配線構造体などを提供
することをその目的の一つとする。
【００１２】
　また、接続孔の高さを小さくすることにより、引っ張り応力を若干小さくすることがで
きる。しかし、このことは上下配線層の距離が小さくなるので、寄生容量の増大、クロス
トーク及び信号伝搬遅延が生じる。このため、プリント基板やインターポーザー上に実装
されるＬＳＩの性能を十分発揮させることが困難となる。
【００１３】
　そこで、本発明は、上下配線層の距離が小さくなっても寄生容量の増大、クロストーク
及び信号伝搬遅延を従来の多層配線構造体よりも抑制することができる多層配線構造体な
どを提供することを別の目的とする。
【００１４】
　また、接続孔の高さが小さくなると、電解メッキにより接続孔内に銅を充填させるとき
に、電解メッキ溶液中の添加剤（レベラー）の効果が小さくなるため、十分な銅の充填が
できなくなる。このため、接続孔内にボイドが形成され、接続孔底部のボイドの形成と同
様に信頼性を低下させる原因となる。
【００１５】
　そこで、本発明は、接続孔内にボイドが発生するのを抑制した多層配線構造体などを提
供することを別の目的とする。
【００１６】
　また、銅配線間の絶縁膜として有機樹脂材料膜を用いる場合、従来の多層配線構造体に
おいては、銅配線の底部を除いて銅配線の外周が有機樹脂材料膜と直接接していた。この
ため、熱処理が加わるごとに銅原子が周囲の有機樹脂材料膜に熱拡散する。また、隣接す
る配線間に生ずる電界によっても銅原子がイオン化し拡散する。このような拡散により、
配線間の距離が小さくなると、配線間におけるショートや有機樹脂絶縁膜の絶縁破壊が発
生しやすくなるという課題もある。
【００１７】
　また、ＬＳＩの構成においては、Ｃｕ配線の形成にはダマシン法が用いられている。ダ
マシン法においては、Ｃｕ原子の拡散を抑制するために、Ｃｕ配線の側面と底部にバリア
メタルを配置している。しかしながら、バリアメタルの材料として用いられるＴｉやＴａ
を含む材料は電気抵抗が高い。このため、配線幅に対してバリアメタルの厚さが厚いほど
配線の抵抗が増加してしまう課題もある。
【課題を解決するための手段】
【００１８】
　本発明の一実施形態として、基材と、下層Ｃｕ配線と、上層Ｃｕ配線と、ビア接続部と
を備える多層配線構造体を提供する。前記下層Ｃｕ配線は、基材の上に配置される。前記
上層Ｃｕ配線は、前記下層Ｃｕ配線上に位置する無機材料膜と前記無機材料膜上に位置す
る有機樹脂材料膜とを含む絶縁層上に配置される。前記ビア接続部は、前記下層Ｃｕ配線
と前記上層Ｃｕ配線とが重畳する領域の前記絶縁層を上下に貫通するビア接続孔に配置さ
れる。また、前記ビア接続部は、前記ビア接続孔の底部に露出する前記下層Ｃｕ配線上と
前記ビア接続孔の内壁上とに配置されたバリア導電層を有する。また、前記有機樹脂材料
膜を構成する材料の誘電率の値は、前記無機材料膜を構成する材料の誘電率の値よりも小
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さい。
【００１９】
　また、本発明の一実施形態として、複数の層が積層して形成される多層配線構造体を提
供する。前記複数の層は、隣接する第１の層および第２の層を含む。前記第１の層は、第
１のＣｕ配線を有する。前記第２の層は、第２のＣｕ配線と、絶縁膜と、ビア接続部と、
を備える、前記絶縁膜は、前記第２のＣｕ配線と前記第１のＣｕ配線との間に配置される
。前記ビア接続部は、前記第１のＣｕ配線と前記第２のＣｕ配線とが重畳する領域の前記
絶縁層を上下に貫通するビア接続孔に配置される。前記絶縁膜は、前記第２のＣｕ配線の
表面のうちすくなくとも前記第１のＣｕ配線の側の面を覆う無機材料膜と、前記無機材料
膜を覆う有機樹脂材料膜と、を備える。前記ビア接続部は、前記ビア接続孔の底部に露出
する前記第２のＣｕ配線上と前記ビア接続孔の内壁上とに配置されたバリア導電層を有す
る。また、前記有機樹脂材料膜を構成する材料の誘電率の値は、前記無機材料膜を構成す
る材料の誘電率の値よりも小さい。
【００２０】
　また、本発明の一実施形態として、基材上に下層Ｃｕ配線を形成し、前記下層Ｃｕ配線
上に無機材料膜を形成し、前記無機材料膜上に有機樹脂材料膜を成膜して、前記無機材料
膜と前記有機樹脂材料膜とを含む絶縁層を形成し、前記絶縁層を前記下層Ｃｕ配線に達す
るように開口させてビア接続孔を形成し、前記ビア接続孔の底部および内壁にバリア導電
層を形成し、前記ビア接続部にＣｕを充填してビア接続部を形成し、前記ビア接続部上に
上層Ｃｕ配線を形成することを含み、前記有機樹脂材料膜を構成する材料の誘電率の値は
、前記無機材料膜を構成する材料の誘電率の値よりも小さい、多層配線構造体の製造方法
が提供される。
【００２１】
　このような多層配線構造体及び多層配線構造体の製造方法によれば、上層基材に占める
有機樹脂材料膜の割合を減少させることができる。これにより、有機樹脂材料膜とＣｕと
の熱膨張率の差によりビア接続孔の底部などにボイドなどが発生し、上層Ｃｕ配線または
第１の配線と下層Ｃｕ配線または第２の配線との断線の発生を低減させることができる。
また、Ｃｕ配線間の配線容量の増大を抑制することができる。
【００２２】
　また、本発明の上記一実施形態において、無機絶縁膜の、前記ビア接続孔の内壁側の端
部がバリア導電層に接触する構成となっていてもよい。
【００２３】
　この構成により、ビア接続孔の底部などにボイドが発生することを抑制することができ
る。
【００２４】
　また、本発明の上記一実施形態において、無機絶縁膜は、下層Ｃｕ配線または第２の配
線の上面及び側面を覆うように形成されている構成となっていてもよい。なお、第２の配
線の上面とは、第２の配線の表面のうち第１の配線の側の面をいう。
【００２５】
　この構成により、下層Ｃｕ配線または第２の配線からのＣｕ原子やＣｕイオンの拡散を
抑制することができる。この効果は、無機絶縁膜として窒化珪素膜を用いることにより顕
著となる。窒化珪素はＣｕの拡散を制御する効果が大きいからである。また、下層Ｃｕ配
線または第２の配線の側面にバリアメタルを配置する必要がないので、下層Ｃｕ配線また
は第２の配線の幅が小さくなるにしたがって増加する抵抗値の上昇を低減することができ
る。
【００２６】
　また、本発明の上記一実施形態において、無機材料膜と有機樹脂材料膜との膜厚の合計
に対する無機材料膜の割合を２０％以上８０％以下とするのが好ましい。
【００２７】
　無機材料膜の割合をこのようにすることにより、さらに効果的に上層Ｃｕ配線または第
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１の配線と下層Ｃｕ配線または第２の配線との断線を防止できる上に、一般的に有機樹脂
材料膜の誘電率は無機材料膜の誘電率よりも低いので、上層Ｃｕ配線または第１の配線と
下層Ｃｕ配線または第２の配線との間の配線容量を減少させることができ、配線が伝達す
る信号の遅延を抑制することができる。
【００２８】
　また、本発明の上記一実施形態において、無機材料膜は珪素を含み、バリア導電層の材
料は高融点金属またはその化合物を含むことが好ましい。さらに、無機材料膜とバリアメ
タル層とが接触していることが好ましい。
【００２９】
　珪素を含む無機材料膜と高融点金属またはその化合物を含む材料とは良好な密着性を有
するので、さらに効果的に上層Ｃｕ配線または第１の配線と下層Ｃｕ配線または第２の配
線との断線を防止できる。
【発明の効果】
【００３０】
　本発明の一実施形態によれば、接続孔の底部などでの断線の発生を抑制する多層配線構
造体などを提供することができる。また、本発明の一実施形態によれば、配線間の配線容
量の増大を抑制する多層配線構造体などを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００３１】
【図１】本発明の一実施形態に係る配線構造体の接続孔を含む断面図である。
【図２Ａ】本発明の一実施形態に係る配線構造体の製造過程を示す図である。
【図２Ｂ】本発明の一実施形態に係る配線構造体の製造過程を示す図である。
【図２Ｃ】本発明の一実施形態に係る配線構造体の製造過程を示す図である。
【図３】本発明の一実施形態に係る配線構造体の製造過程を示す図である。
【図４】本発明の一実施形態に係る配線構造体を用いてＬＳＩチップを配置した構造の一
例図である。
【図５Ａ】本発明の一実施形態に係る配線構造体の製造過程を示す図である。
【図５Ｂ】本発明の一実施形態に係る配線構造体の製造過程を示す図である。
【図５Ｃ】本発明の一実施形態に係る配線構造体の製造過程を示す図である。
【図５Ｄ】本発明の一実施形態に係る配線構造体の製造過程を示す図である。
【図５Ｅ】本発明の一実施形態に係る配線構造体の製造過程を示す図である。
【図５Ｆ】本発明の一実施形態に係る配線構造体の製造過程を示す図である。
【図６】本発明の一実施形態に係る配線構造体の製造過程を示す図である。
【図７】本発明の一実施形態に係る配線構造体の製造過程を示す図である。
【図８】本発明の一実施形態に係る配線構造体を用いてＬＳＩチップを配置した構造の一
例図である。
【図９Ａ】本発明の一実施形態に係る配線構造体の製造過程を示す図である。
【図９Ｂ】本発明の一実施形態に係る配線構造体の製造過程を示す図である。
【図９Ｃ】本発明の一実施形態に係る配線構造体の製造過程を示す図である。
【図９Ｄ】本発明の一実施形態に係る配線構造体の製造過程を示す図である。
【図９Ｅ】本発明の一実施形態に係る配線構造体の製造過程を示す図である。
【図１０】本発明の一実施形態に係る配線構造体の断面の一例を示す図である。
【図１１】本発明の一実施形態に係る配線構造体の製造における不良の発生割合を示すグ
ラフである。
【図１２】本発明の一実施形態に係る配線構造体の製造における不良の発生割合を示すグ
ラフである。
【発明を実施するための形態】
【００３２】
　以下に、本発明を実施するための形態について、実施形態として説明を行う。なお、本
発明は、これらの実施形態に限定されることはなく、これらの実施形態を必要に応じて変
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形して実施することができる。なお、図面において、幅、長さ、厚さなどは誇張する場合
があり、本発明を実施する場合と異なっている場合がある。また、以下の説明における成
膜時の膜厚、材料、条件などは例示であり、必要に応じて変更して実施することができる
。
【００３３】
　（実施形態１）
　図１は、本発明の一実施形態に係る配線構造体の断面図を示す。図１においては、第１
層（下層）の配線と第２層（上層）の配線とを接続するための接続孔の断面も含まれてい
る。接続孔は、第１層の配線と第２層の配線とが重畳する領域に配置される。なお、接続
孔に配置される第２層の配線の部分をビア接続部という場合がある。
【００３４】
　図１において、基材（基板）１０１上に配線材料１０２が配置される。基材１０１の材
料には特に制限はないが、例えば、シリコンなどの半導体、ガラスなどを挙げることがで
きる。基材１０１がシリコン基板である場合には、シリコン基板上に絶縁膜として酸化珪
素膜が形成しておくことが好ましい。基材１０１の厚さには特に制限はないが、例えば、
３００μｍ以上１０００μｍ以下の範囲で設定することができる。基材１０１の下にサポ
ート基板を使用すれば（図示せず）、１０μｍ以上１００μｍ以下の厚さの基材を使用す
ることもできる。また、基材１０１が層構造を有しその中の一層又は複数の層に配線が既
に形成されていてもよい。
【００３５】
　配線材料１０２は、第１層の配線を構成する。配線材料１０２には、Ａｕ、Ａｌ、Ｃｕ
などの導電性を有する材料が用いられる。なかでも導電性が高く、かつ材料コストの低い
Ｃｕを用いることが好ましい。配線材料１０２の厚さには特に制限はないが、例えば、４
μｍ程度である。基材１０１と配線材料１０２の間にバリアメタル１０３が配置されてい
るのが好ましい。これにより、配線材料１０２を構成する金属が基材１０１側へ拡散する
ことが防止される。バリアメタル１０３には、高融点金属またはその化合物を用いること
ができる。高融点金属またはその化合物は、有機樹脂材料膜を構成する有機絶縁材料を熱
硬化する温度よりも融点が高い材料であって、その融点が１５００℃以上である。高融点
金属またはその化合物として、例えば、バリアメタル１０３には、Ｔｉ、ＴｉＮあるいは
Ｔａ、ＴａＮなどの材料が用いることができる。
【００３６】
　基材１０１の上面並びに配線材料１０２の上面及び側面には、無機材料膜が配置される
。無機材料膜は、第１層の配線と第２層の配線との接続孔以外における絶縁膜を構成する
。無機材材料膜は、単層ないし複数層により構成される。好ましくは、無機材料膜は、異
種材料の無機材料膜を複数積層することにより構成することが好ましい。図１では、無機
材料膜は、第１の無機材料膜１０４と、第１の無機材料膜１０４の上に成膜された第２の
無機材料膜１０５と、により構成される。
【００３７】
　第１の無機材料膜１０４は、例えば、窒化珪素により形成される膜であり、プラズマＣ
ＶＤ法により成膜される。第２の無機材料膜１０５は、例えば、酸化珪素により形成され
る膜であり、プラズマＣＶＤ法により成膜される。配線材料１０２の上面及び側面が窒化
珪素膜により覆われることにより、配線材料１０２の原子や分子、イオンの拡散を防ぐこ
とができる。また、配線材料１０２の下面にはバリアメタル１０３が配置されているので
、バリアメタル１０３によっても配線材料１０２の原子や分子、イオンの拡散を防ぐこと
ができる。第１の無機材料膜と第２の無機材料膜の厚さは、所望の絶縁性が得られる程度
で適宜選択可能である。第１の無機材料膜１０４の厚さは０．１μｍであり第２の無機材
料膜１０５の厚さは２μｍとしてもよい。
【００３８】
　第２の無機材料膜１０５の上には、有機絶縁材料を用いる有機樹脂材料膜１０６が配置
される。有機材料膜１０６は、第１層の配線と第２層の配線との接続孔以外における絶縁
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膜を構成する。有機樹脂材料膜１０６の材料としては、例えばポリイミドを用いることが
できる。ポリイミドなどの有機材料は誘電率がプラズマＣＶＤで成膜されるＰ－ＳｉＮ膜
やＰ－ＳｉＯ２膜の無機材料よりも小さいので、複数の層に配置される複数の配線材料の
間の配線容量を小さくし、配線材料を伝達する信号の遅延量を小さくすることができる。
有機樹脂材料膜１０６の厚さは所望の絶縁性が得られる程度で適宜選択可能である。好ま
しくは、配線材料１０２の上方に配置される第２の無機材料膜１０５の上において、第１
の無機材料膜１０４、第２の無機材料膜１０５、有機材料膜１０６及び有機樹脂材料膜１
０６のそれぞれの厚さの合計の２０％以上８０％以下となるように有機樹脂材料膜１０６
の厚さを調整すると、微細化と周囲の熱膨張の緩衝性を両立することができる。無機材料
の誘電率が一般的に有機樹脂材料の誘電率よりも大きいので、２０％を下回ると微細化に
よる寄生容量の増大を招くからである。また、有機材料の熱膨張率が配線材料の熱膨張率
よりも大きいので、８０％を上回ると、熱膨張によるボイドの発生の割合が高まるからで
ある。例えば、Ｐ－ＳｉＯ２膜の熱膨張率（線膨張率）は、０．５～２Ｅ－６／Ｋであり
、有機樹脂膜の１０分の１から１００分の１程度である。
【００３９】
　第１の有機材料膜１０６を構成する材料の誘電率は、第１の無機材料膜１０４を構成す
る材料の誘電率および第２の無機材料膜１０５を構成する材料の誘電率のいずれよりも小
さくなっているのが好ましい。これにより、配線材料の間の配線容量の増大を抑制するこ
とができる。また、第１の無機材料膜１０４を構成する材料の誘電率と第２の無機材料膜
１０５を構成する材料の誘電率の関係は、両者が等しくても、前者が後者よりも大きくて
も、あるいは、前者が後者よりも小さくてもよい。
【００４０】
　具体的な材料の誘電率の値を述べると次のようになる。第１の有機材料膜１０６を構成
する材料としてポリイミドを用いる場合には、ポリイミドの誘電率は、３．５以下となる
のが好ましい。これは、第１の無機材料膜１０４を構成する材料の一例であるＰ－ＳｉＮ
の誘電率は通常７．０であり、第２の無機材料膜１０５を構成する材料の一例であるＰ－
ＳｉＯ2の誘電率は通常４．１であるからである。また、第１の無機材料膜１０４を構成
する材料として、Ｐ－ＳｉＮを用い、第２の無機材料膜１０５を構成する材料として、Ｐ
－ＳｉＯ2を用いる場合には、第１の無機材料膜１０４を構成する材料の誘電率は、第２
の無機材料膜１０５を構成する材料の誘電率よりも大きくなる。したがって、この場合に
は、配線容量の増大を抑制する観点からは、第１の無機材料膜１０４の膜厚は小さいのが
好ましく、例えば第２の無機材料膜１０５の膜厚よりも小さくするのが好ましい。
【００４１】
　第１の無機材料膜１０４としてＰ－ＳｉＮ膜を用い、第２の無機材料膜１０５としてＰ
－ＳｉＯ2膜を用い、有機樹脂材料膜１０６としてポリイミド膜を用いる場合には、それ
ぞれの膜の厚さは、例えば、０．１μｍ、２．０μｍ及び８．０μｍ（配線上の厚さ）と
することができる。したがって、この場合にはＰ－ＳｉＯ2膜の厚さはポリイミド膜の厚
さの２５％となる。なお、ポリイミドは硬化のための熱処理により１５％前後の熱収縮を
するので、ポリイミドを塗布する際には、このような熱収縮を考慮し、配線上で９．４μ
ｍの厚さとする。また、配線材料１０２の厚さは４．０μｍとすることができるので、こ
の場合は、全厚は１３．４μｍとなる。なお、第１の無機材料膜１０４、第２の無機材料
膜１０５は配線上と配線以外の部分で厚さが同じであるので、第１の無機材料膜１０４、
第２の無機材料膜１０５は無視することができる。
【００４２】
　第１層の配線と第２層の配線とを接続するために接続孔の部分においては、有機樹脂材
料膜１０６、第２の無機材料膜１０５及び第１の無機材料膜１０４に、底部が配線材料１
０２に達するビア接続孔が形成され、その底面及び側面にバリア導電層としてのバリアメ
タル膜１０７が形成され、バリアメタル膜１０７の上に配線材料１０８が配置される。バ
リアメタル膜１０７の材料は高融点金属またはその化合物を用いることができる。例えば
、バリアメタル１０３には、Ｔｉ、ＴｉＮあるいはＴａ、ＴａＮなどの材料が用いること
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ができる。配線材料１０８は上層の第２層における配線を構成する。すなわち、配線材料
１０８は、配線材料１０２が配置される層とは別の層に配置される配線を構成する。
【００４３】
　なお、ポリイミド膜はスピンコートやフィルムの貼り付けなどを用いることにより成膜
できる。しかし、膜の厚さには限界がある。例えば、スピンコートやフィルムの貼り付け
を用いる場合には約２０μｍが限界である。一方、Ｐ－ＳｉＯ2膜の成膜において膜の厚
さには事実上制限がない。そこで、接続孔の高さが不足する場合には、Ｐ－ＳｉＯ2膜の
厚さにより、接続孔の高さを調整することができる。これにより、下層の配線と上層の配
線との間の配線容量やインピーダンスの整合を図ることができる。
【００４４】
　また、シリコンウェハーを基板１０１として用いる場合には、有機樹脂やＣｕ配線は引
っ張り応力を有するので、ウェハーが反ってしまう場合がある。この反りは配線層数が増
えるにつれ大きくなるので、露光装置やプラズマＣＶＤ装置で処理に適さなくなる場合が
ある。また、ウェハーからインターポーザーを切り出し、チップ化した場合でもこの反り
は残るため、チップ同士の積層やマザーボードへの接合において不良が生ずる場合がある
。しかし、この問題は、Ｐ－ＳｉＯ2膜に圧縮応力を持たせることにより、有機樹脂やＣ
ｕ配線の有する引っ張り応力とバランスを図ることができる。
【００４５】
上述のように有機樹脂膜よりも熱膨張率の小さいＰ－ＳｉＯ2膜を有機樹脂材料膜１０６
の下に配置することにより、接続孔内にＣｕを用いる場合の引っ張り応力を低減すること
ができる。例えば、上層の配線と下層の配線との距離、すなわち、接続孔の高さ、を１０
μｍとし、この１０μｍの距離間に２μｍの厚さのＰ－ＳｉＯ2膜を形成し、残りの約８
μｍを有機樹脂材料膜とする。このときの引っ張り応力は、１０μｍの距離間の全てを有
機樹脂材料膜とした場合よりも２０％低減する。
【００４６】
　この数値は単純に熱膨張率の差から算出される値であるが、接続孔の側面に形成される
バリアメタル膜１０７のＴｉやＴａを含む材料とＰ－ＳｉＯ2との強い密着力（８００Ｎ
／ｍ以上となる。一方、バリアメタル層１０７の材料とポリイミドとの密着力は３００Ｎ
／ｍ以下である。）及びＰ－ＳｉＯ2の高い弾性率（４０ＧＰａ以上となる。一方、ポリ
イミドの弾性率は３～７ＧＰａである。）の作用を加えると引っ張り応力はさらに低下す
る。このため、配線の形成工程で、高温処理により配線が配置される層でポリイミドが熱
膨張による弾性変形を起こそうとしても、ポリイミドの上下に配置されるＰ－ＳｉＯ2の
弾性率が高いので、容易に変形することができない。このことが、接続孔内における引っ
張り応力をさらに小さくしている。
【００４７】
　配線材料１０８の上面及び側面は、配線材料１０２と同様に、無機材料膜により覆われ
る。例えば、配線材料１０８の上面及び側面に第１の無機材料膜１０９が配置され、第１
の無機材料膜１０９の上に第２の無機材料膜１１０が配置される。また、第２の無機材料
膜１１０の上に有機樹脂材料膜１１１が配置される。
【００４８】
　配線材料１０８のバリアメタルと接していない部分及び配線材料１０２のそれぞれの上
面及び側面をプラズマ窒化膜（Ｐ－ＳｉＮ膜）により覆うことにより、配線材料１０８、
１０２の原子や分子、イオンが熱などにより、有機樹脂材料膜１０６、１１１内に拡散す
ることを防止することができる。また、接続孔の底面及び側面のバリアメタル膜１０７に
よっても、配線材料１０８の原子や分子、イオンが熱などにより、有機樹脂材料膜１０６
内に拡散することを防止することができる。
【００４９】
　また、第２の無機材料膜１０５の材料として酸化珪素を用いることにより、接続孔の内
面に配置されるバリアメタルとの密着性が高まり、断線を抑制することができる。この場
合、第２の無機材料膜１０５を第１の無機材料膜１０４より厚くすることにより、バリア
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メタルとの密着性をより高めることができる。また、第１の無機材料膜１０４としてＰ－
ＳｉＮ膜を用いる場合には、第１の無機材料膜１０４と同程度の厚さとすることにより、
さらにバリアメタルとの密着性をより高めることができる。
【００５０】
　また、配線材料１０８、１０２により構成される上層配線および下層配線の側面をバリ
アメタルで覆う必要がない。バリアメタルは一般的にＣｕなどの配線材料よりも抵抗値が
高く、バリアメタルを多く用いると配線の抵抗値が増加する。したがって、本実施形態に
おいては、配線材料１０８、１０２が構成する配線の側面をバリアメタルで覆う必要がな
いので、配線の抵抗値の増加を抑制することができる。
【００５１】
　例えば、配線の幅が１μｍである場合、０．１μｍのバリアメタルにより配線の側面に
配置すると、配線断面積のうちバリアメタルが占める面積は２０％となるので、バリアメ
タルを配置しない場合に比べて配線抵抗が２０％増加する。このような配線抵抗の増加は
配線幅が小さくなるにつれて増大することになる。
【００５２】
　バリアメタルを薄くすれば、このような配線抵抗の増大を回避できると考えられる。し
かしながら、バリアメタルを薄くすると、バリアメタルの周囲の絶縁膜から拡散する酸素
によってバリアメタルが厚さ方向に対して酸化し、バリア性能が低下する。一方、Ｐ－Ｓ
ｉＮは酸素に対して安定であるので、本実施形態のように、配線の側面をＰ－ＳｉＮによ
り覆うことによる劣化は生じない。したがって、本実施形態によれば、配線抵抗の増大を
抑制することができ、配線が微細化し配線幅が小さくなっても配線抵抗の増加を抑制する
ことができる。
【００５３】
　図２Ａ、図２Ｂ、図２Ｃ及び図３を参照し、本実施形態に係る配線構造体の製造過程を
説明する。
【００５４】
　まず、図２Ａ（ａ）に示すように、基材１０１の部分のうち配線材料１０２が配置され
る部分にバリアメタル１０３を配置し、配線材料１０２を例えば４μｍの厚さとなるよう
に電解メッキにより配置する。そして、０．１μｍ厚の第１の無機材料膜１０４及び２．
０μｍ厚の第２の無機材料膜１０５を順に形成する。
【００５５】
　次に、図２Ａ（ｂ）に示すように、有機樹脂材料膜１０６となる感光性のポリイミドな
どの有機樹脂材料を例えば１５μｍの厚さとなるようにスピンコート法などを用いて第２
の無機材料膜１０５の上に塗布して成膜し、リソグラフィーによる開口により開口１０６
ａを設ける。開口１０６ａはビア接続孔の一部となる。
【００５６】
　開口１０６ａを設けた後に、有機樹脂材料膜１０６を熱硬化させる。熱硬化させると、
図３に示すように配線材料１０２の存在と有機樹脂材料の熱収縮により、配線材料１０２
の上部部分１０６ｂが凸形状となる場合がある。このような場合には、フライカッターな
どを用いて上面を平坦化させる。あるいは、このような凸形状を避けるために、熱収縮率
の小さな有機樹脂材料を用いることもできる。
【００５７】
　次に、図２Ａ（ｄ）に示すように有機樹脂材料膜１０６をマスクとして用いて第２の無
機材料膜１０５及び第１の無機材料膜１０４を貫通し、配線材料１０２にその底部が到達
するビア接続孔をエッチングにより形成する。また、これにより、ビア接続孔は、有機樹
脂材料膜１０６、第２の無機材料膜１０５及び第１の無機材料膜１０４により構成される
絶縁膜を上限に貫通することになる。なお、ビア接続孔を配置する位置以外には、開口１
０６ａを設ける必要はない。なお、ポリイミドの感光の解像度の限界は、０．５μｍであ
るので、ビア接続孔の直径の最小値は０．５μｍとなると考えられる。
【００５８】
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　次に、図２Ｂ（ｅ）に示すように、開口１０６ａの内面を含む有機樹脂材料膜１０６の
上面にバリアメタル膜１０７を配置し、Ｃｕ膜１０８ａをその上に配置する。このとき、
バリアメタル膜１０７と第２の無機材料膜１０５とを接触させるのが好ましい。バリアメ
タル膜１０７と第２の無機材料膜１０５との密着性が高ければ、断線を抑制することがで
きるからである。
【００５９】
　次に、Ｃｕ膜１０８ａ上にフォトレジストを塗布し、露光及び現像することにより、図
２Ｂ（ｆ）に示すように配線パターン１０８ｂを形成する。
【００６０】
　次に、電解メッキを用いて、配線パターン１０８ｂにより覆われていないＣｕ膜１０８
ａの部分にＣｕを成長させ、図２Ｂ（ｇ）に示すように、ビア接続孔と配線パターン１０
８ｂにＣｕを配線材料１０８として充填し、ビア接続孔内にビア接続部を形成し、さらに
ビア接続部の上に上層の配線を形成する。
【００６１】
　次に、配線パターン１０８ｂを除去し、酸性の水溶液などを用いて露出したＣｕ膜１０
８ａの部分とその下のバリアメタル膜１０７の部分を除去し、図２Ｃ（ｈ）の構成を得る
。
【００６２】
　その後、図２Ｃ（ｉ）に示すように、第１の無機材料膜１０９を有機樹脂材料膜１０６
及び配線材料１０８を覆うように形成し、図２Ｃ（ｊ）に示すように、さらに第２の無機
材料膜１１０を形成する。
【００６３】
　配線材料１０８が形成する配線の上層にさらに配線を形成する場合には、配線材料１０
８を配線材料１０２とみなし、第１の無機材料膜１０９を第１の無機材料膜１０４とみな
し、第２の無機材料膜１１０を第２の無機材料膜１０５とみなして、図２Ａ（ａ）以降の
処理を再度繰り返し行う。
【００６４】
　本実施形態においては、配線材料１０２などの側面をバリアメタルで覆う必要がないの
で、配線の抵抗値の増加を抑制することができる。また、配線材料１０２などの側面を第
１の無機材料膜１０４により覆うことにより、配線材料１０２を構成する原子などが拡散
することを抑制することができる。また、接続孔の内面に形成されるバリアメタルと無機
材料膜（例えば、Ｐ－ＳｉＯ2膜）との密着性が良い場合には、有機樹脂材料膜１０６の
熱膨張による接続孔における断線の発生を抑制することができる。また、有機樹脂材料膜
１０６の材料として感光性の材料を用いることにより、開口１０６ａを有機樹脂材料膜１
０６に形成して、第１の無機材料膜１０４及び第２の無機材料膜１０５に開口を形成する
マスクとして使用することができ、工程が簡略化できる。
【００６５】
　上述したように、ビア接続孔の直径の最小値は０．５μｍとなると考えられ配線幅の最
小値は０．５μｍと小さな値となる。本実施形態では、配線の側面にバリアメタルで覆う
必要がないので、配線幅が０．５μｍとなっても、配線抵抗の増大を抑制することができ
る。
【００６６】
　（実施形態２）
　図４は、本発明の実施形態２に係る配線構造体を用いたＬＳＩチップの配置の一例を示
す。これは、いわゆる２．５次元実装と呼ばれる配置の一例である。
【００６７】
　図４において、インターポーザー４０１が本実施形態に係る多層配線構造体である。イ
ンターポーザー４０１の上に、ＣＰＵ（Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉ
ｔ）やＡＳＩＣ（Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ　Ｓｐｅｃｉｆｉｃ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　
Ｃｉｒｃｕｉｔ）などのロジックＬＳＩ４０２と、ＤＲＭやフラッシュメモリーなどのメ
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モリーＬＳＩ４０３、４０４、４０５、４０６と、が配置され、これらがインターポーザ
ー４０１内の配線を介して接続される。この構成により、メモリーＬＳＩ４０３、４０４
、４０５、４０６及びロジックＬＳＩ４０２間で、信号線、電源線及びグランド線が短距
離で接続することができる。このため、全体として高速処理が可能である。
【００６８】
　本実施形態に係るインターポーザー４０１としての配線構造体の製造工程について、図
５Ａ、図５Ｂ、図５Ｃ及び図５Ｄを参照しながら、説明を行う。
【００６９】
　図５Ａ（ａ）に示すように、シリコン基板などの基板５０１上に、プラズマＣＶＤを用
いて、膜厚が３μｍのＳｉＯ2膜（Ｐ－ＳｉＯ2膜）５０２を形成する。次に、スパッタリ
ングにより、膜厚が０．１μｍのＴｉ膜５０３と、膜厚が０．３μｍのＣｕ膜５０４ａを
成膜する。Ｔｉ膜５０３は、基板５０１にＣｕが拡散しないようにするためのバリアメタ
ル膜としての役割を果たす。また、Ｃｕ膜５０４ａは、電解メッキによりＣｕを成長させ
るためのシードとしての役割を果たす。なお、ここでは、Ｔｉ以外のバリアメタルの材料
として、ＴｉＮや高融点金属のＴａなどを用いることも可能である。
【００７０】
　次に、図５Ａ（ｂ）に示すように、Ｃｕ膜５０４ａの上にフォトレジストを塗布した後
に、露光及び現像を行うことにより配線パターン５０５を形成する。その後、電解メッキ
を用いて配線パターン５０５より露出しているＣｕ膜５０４ａ上に膜厚が４．４μｍとな
るようにＣｕ膜５０４を成長させる。なお、本実施形態では、ここでのＣｕは第１層の配
線材料として用いられ、配線の厚さの設計寸法値は４．０μｍとしている。
【００７１】
　次に、Ｃｕを成長させた後に配線パターン５０５を形成するフォトレジストを有機溶媒
により除去し、図５Ａ（ｃ）の構造を得る。なお、フォトレジストの除去には、有機溶媒
を用いる代わりに、酸素プラズマによるアッシングを用いることもできる。
【００７２】
　次に、図５Ａ（ｄ）に示すように、配線パターン５０５により覆われていたＣｕ膜５０
４ａの部分及びＴｉ膜５０３の部分を、酸性の水溶液によって除去し、第１層におけるＣ
ｕ配線５０４ｂを形成する。配線パターン５０５により覆われていた部分のＣｕ膜５０４
ａの除去により、膜厚が４．４μｍであったＣｕ膜５０４の膜厚は約４．０μｍに減少し
、設計寸法値を達成することができる。なお、酸性の水溶液を用いてＣｕ膜５０４ａ及び
Ｔｉ膜５０３を除去する代わりに、イオンミリングを用いることもできる。
【００７３】
　酸性の水溶液を用いる場合には、図６に示すようにアンダーカット６０１が大きくなり
、特に配線の幅が５μｍ以下になると、Ｃｕ配線５０４ｂと下地の基板との間での十分な
密着性が取れなくなり、Ｃｕ配線が自身の応力などによって剥離してしまうことがある。
一方、イオンミリングを用いる場合には、このようなアンダーカットが起こり難いので、
微細な配線形成が可能となる。
【００７４】
　次に、図５Ａ（ｅ）に示すように、第１層におけるＣｕ配線５０４ｂの上に、プラズマ
ＣＶＤにより、膜厚が０．１μｍのＰ－ＳｉＮ膜５０６を成膜し、次に膜厚が２μｍのＰ
－ＳｉＯ2膜５０７を成膜する。Ｐ－ＳｉＮ膜５０６の成膜には、ＳｉＨ4をＳｉ源とし、
ＮＨ3を窒素源として使用することができる。また、Ｐ－ＳｉＯ2膜５０７の成膜には、Ｓ
ｉＨ4をＳｉ源とし、Ｎ2Ｏを酸素源とすることができる。また、Ｓｉ源としてテトラエト
キシシラン（ＴＥＯＳ）を用いることができる。また、酸素源として、Ｏ2を用いること
もできる。なお、図２Ａ（ａ）に示す構造が図５Ａ（ｅ）の構造に含まれていると考える
ことができる。
【００７５】
　Ｐ－ＳｉＯ2は、基板５０１となるウェハーの反りを抑制する点で、膜応力を－１００
～－３００Ｍｐａの圧縮応力に調整することが好ましい。特に膜応力は－２００Ｍｐａに
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調整することが好ましい。
【００７６】
　なお、第１層におけるＣｕ配線５０４ｂの表面に酸化銅が存在すると、Ｐ－ＳｉＮとＣ
ｕとの密着力が低下するのでＰ－ＳｉＮ膜５０６の成膜前に配線５０４ｂを希硫酸などで
洗浄するのが好ましい。さらに、Ｐ－ＳｉＮ膜５０６の成膜前に同一チャンバー内でＣｕ
配線５０４ｂの表面をＮＨ3プラズマに晒して酸化銅の除去を行うこともできる。
【００７７】
　Ｐ－ＳｉＮ膜５０６は、Ｃｕ配線５０４ｂのＣｕ原子やＣｕ分子、ＣｕイオンがＣｕ配
線５０４ｂの側面および上面からＰ－ＳｉＯ2膜５０７に熱拡散するのを防止し、さらに
、隣接する配線間の電界に起因する拡散を防止するバリア絶縁膜としての役割を果たす。
Ｐ－ＳｉＮをバリア絶縁膜として用いる代わりに、ＳｉＣ（酸素を数％から１０％含んで
いてもよい）を用いることができる。ＳｉＣ膜もプラズマＣＶＤにより成膜することが可
能であり、Ｃｕ配線５０４ｂのＣｕ原子やＣｕ分子、Ｃｕイオンの拡散を防止する効果が
ある。
【００７８】
　また、Ｐ－ＳｉＯ2膜５０７を成膜する代わりに、ＳｉＯＣ、ＳｉＯＦなどにより成膜
を行ってもよい。ＳｉＯＣやＳｉＯＦの膜もプラズマＣＶＤにより成膜することができる
。さらにＳｉＯＣやＳｉＯＦはＰ－ＳｉＯ2よりも誘電率が小さく、隣接する配線間の配
線容量の低減を行うことができる。
【００７９】
　次に、Ｐ－ＳｉＯ2膜５０７の上にスピンコートによりポリイミドを、配線上で厚さが
９．４μｍとなるように塗布する。ポリイミドの代わりに、ビスベンゾシクロブテンを塗
布することができる。また、非感光性の樹脂を用いることも可能である。ただし、非感光
性の樹脂を用いる場合には、さらに感光性の樹脂を塗布しリソグラフィーによりパターン
ニングを行う必要がある。このため、非感光性の樹脂を用いると工程が増加する場合があ
る。以下では、感光性ポリイミドを塗布して説明を行う。
【００８０】
　感光性ポリイミド５０８を塗布した場合には、フォトマスクを用いて露光を行った後に
現像を行い、図５Ｂ（ｆ）に示すように、Ｃｕ配線５０４ｂの上方の必要な位置に開口パ
ターン５０８ａを形成する。ただし、「必要な位置」とは、Ｃｕ配線５０４ｂをそれより
も上の層に形成される配線と接続する必要のある位置である。なお、図２Ａ（ｃ）に示す
構造が図５Ｂ（ｆ）に含まれていると考えることができる。
【００８１】
　開口パターン５０８ａの形成後に塗布したポリイミドを硬化させるために、２５０℃の
温度で一時間の間、Ｎ2雰囲気下で熱硬化処理を行う。なお、温度は、２５０℃に限定さ
れることはなく、一般的にはポリイミドのガラス転移温度以下に設定するのが好ましい。
ガラス転移温度以上の温度で硬化させると、開口５０８ａの形状が変形してしまい、設計
寸法よりも開口径が大きくなるなどの問題が発生するからである。例えば、ポリイミドの
ガラス転移温度が２８０℃であれば、上述のように２５０℃とする。なお、熱硬化の処理
に限らず、後の工程の処理は、ポリイミドのガラス転移温度を越えないようにして、行う
のが好ましい。
【００８２】
　なお、ポリイミドを熱硬化させると、Ｃｕ配線５０４ｂによる凹凸のため、開口５０８
ａ以外の感光性ポリイミド５０８の表面に、図７に示すような段差５０８ａが生じること
がある。このような段差に何ら処置を施さなければ、さらに配線を複数の層に配置するに
したがって大きくなり、パターン露光時のフォーカスずれを引き起こす。このため、設計
寸法に基づく配線パターンの形成が困難となり、所望の接触抵抗が得られなかったり、隣
接する配線が接続し、ショートを引き起こしたりする。このような段差を低減させるため
には、熱収縮率の小さな（好ましくは１５％以下）ポリイミドを使用するのが好ましい。
また、高精度にポリイミドの表面の凹凸を除去するには、フライカッターを用いることも
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できる。また、Chemical Mechanical Polishing (CMP)による凹凸の除去も可能である。
【００８３】
　次に、感光性ポリイミド５０８をマスクとして使用し、プラズマエッチングにより、開
口５０８ａの底に位置するＰ－ＳｉＯ2膜５０７をエッチングする。エッチングガスとし
ては、ＣＦ4（流量２０ｓｃｃｍ）とＨ2（流量５ｓｃｃｍ）との混合ガスを用いることが
できる。混合ガスの流量比を変化させることにより、硬化した感光性ポリイミド５０８と
Ｐ－ＳｉＯ2膜５０７とのそれぞれに対するエッチング速度を変化させることが可能であ
る。そこで、Ｐ－ＳｉＯ2膜５０７に対するエッチング速度が大きくなり、感光性ポリイ
ミド５０８に対するエッチング速度が小さくなるようにするのが好ましい。一般的に、ポ
リイミドのエッチング速度に対するＰ－ＳｉＯ2のエッチング速度の比は、約５であり、
Ｐ－ＳｉＮのエッチング速度に対するＰ－ＳｉＯ2のエッチング速度の比は、約８となる
。なお、エッチングガスは、上述したものに限らず、ＣＦ4の代わりにＣＨＦ3やＣＨ2Ｆ2

を用いることができる。
【００８４】
　Ｐ－ＳｉＯ2層５０７をエッチングした後、エッチングガスをＣＦ4とＯ2との混合ガス
に代えて、Ｐ－ＳｉＮ層５０６をエッチングする。このとき、例えば、ＣＦ4を２０ｓｃ
ｃｍの流量とし、Ｏ2を２ｓｃｃｍの流量とすることができる。ポリイミドのエッチング
速度に対するＰ－ＳｉＮのエッチング速度の比は、約２とすることができる。
【００８５】
　Ｐ－ＳｉＮ層５０６のエッチングによって、第１層のＣｕ配線５０４ｂと、以後の工程
により形成される第２層のＣｕ配線とを電気的に接続する第１の接続孔が形成される。こ
の第１の接続孔の形成の直後には、第１の接続孔の側壁や底部にＳｉやＦを含む炭素化合
物が付着している。この炭素化合物を除去するために、有機溶剤で洗浄を行う。また、第
１の接続孔の底部において露出しているＣｕ表面はプラズマエッチングによって酸化して
いる。この酸化による酸化物を除去するために、希硫酸による洗浄を行う。
【００８６】
　Ｐ－ＳｉＯ2層５０７とＰ－ＳｉＮ層５０６に対するプラズマエッチングにより、感光
性ポリイミド５０８の表面はプラズマダメージを受け、ポリイミドが本来有する耐熱性が
損なわれている場合がある。この場合には、例えば２５０℃の温度にて３０分間の熱処理
を行い、プラズマダメージを受けた表面を除去することができる。なお、２５０℃の温度
は、ポリイミドのガラス転移温度以下の温度の一例である。
【００８７】
　以上の処理の結果として、図５Ｂ（ｇ）に示す構造を得る。なお、図２Ａ（ｄ）に示す
構造が図５Ｂ（ｇ）に含まれていると考えることができる。
【００８８】
　次に、図５Ｂ（ｇ）の構造に対して、スパッタリングにより、膜厚が０．１μｍのＴｉ
膜と膜厚が０．３μｍのＣｕ膜５０９を成膜する。Ｔｉ膜は、上述したのと同様に、Ｃｕ
膜５０９のＣｕ原子やＣｕ分子、Ｃｕイオンが拡散しないようにするバリアメタルとして
機能する。また、Ｃｕ膜５０９は、以後の電解メッキでＣｕを成長させるためのシードと
して機能する。
【００８９】
　図５Ｂ（ｈ）に示すように、Ｃｕ膜５０９の上にフォトレジストを塗布した後、露光及
び現像を行い、配線パターン５１０を形成する。この後、電解メッキを用いて、配線パタ
ーン５１０から露出しているＣｕ膜５０９上にＣｕ膜５１１を成長させる。なお、最終的
なＣｕ膜５１１の第１の接続孔の上部からの厚さ（すなわち、第２層のＣｕ配線の厚さ）
が４．０μｍであるとすると、ここでは、Ｃｕ膜５１１を第１の接続孔の上部から４．４
μｍの厚さにするのが好ましい。
【００９０】
　次に、図５Ｃ（ｉ）に示すように、Ｃｕ膜５１１を成長させた後、配線パターン５１０
を形成するフォトレジストをたとえば有機溶媒によって除去する。上述したように、酸素
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プラズマによるアッシングによってフォトレジストを除去することもできる。なお、図２
Ｃ（ｈ）に示す構造が図５Ｃ（ｉ）に含まれていると考えることができる。
【００９１】
　次に、例えば酸性の水溶液によって、露出しているＣｕ膜５０９の部分とその下のＴｉ
膜の部分とを除去し、第２層のＣｕ配線５１１を形成する。また、この工程により、Ｃｕ
膜５１１の厚さが減少し、設計寸法値を達成することができる。なお、酸性の水溶液の代
わりにイオンミリングを用いることができる。
【００９２】
　以上のより、第１層のＣｕ配線５０４ｂと第２層のＣｕ配線５１１とが第１の接続孔に
形成されたビア接続部を介して接続されることによる。
【００９３】
　さらに第３層のＣｕ配線を形成し、第２層のＣｕ配線５１１と接続する工程について説
明する。
【００９４】
　図５Ｃ（ｊ）に示すように、Ｃｕ配線５１１の上にプラズマＣＶＤによって膜厚が０．
１μｍのＰ－ＳｉＮ膜５１２を成膜し、膜厚が２μｍのＰ－ＳｉＯ2膜５１３を成膜する
。反応系は、Ｐ－ＳｉＮ膜５０６を成膜したときと同じである。また、ポリイミドのガラ
ス転移温度を考慮して、成膜するときの温度は例えば２５０℃とするのが好ましい。ポリ
イミドのガラス転移温度を超える温度で成膜を行うとポリイミドの熱膨張が大きくなり、
Ｐ－ＳｉＮやＰ－ＳｉＯ2との熱膨張率の差により、感光性ポリイミド５０８に皺が発生
したり、Ｐ－ＳｉＮ膜５１２又はＰ－ＳｉＯ2膜５１３にクラックが発生したりする場合
がある。なお、図２（ｊ）に示す構造が図５Ｃ（ｊ）に含まれていると考えることができ
る。
【００９５】
　また、第２層のＣｕ配線５１１の表面に存在する酸化銅を除去するために、Ｐ－ＳｉＮ
膜５１２の成膜前に第２層のＣｕ配線５１１を希硫酸で洗浄する。また、Ｐ－ＳｉＮ膜５
１２の成膜前に同一チャンバー内において、Ｃｕ配線５１１の表面をＮＨ3プラズマに晒
し、酸化銅の除去を行ってもよい。なお、過度のＮＨ3プラズマに晒すと、感光性ポリイ
ミド５０８のイミド結合を破壊するので、晒す時間の長さは、３０秒以下にするのが好ま
しく、例えば２０秒とする。
【００９６】
　Ｐ－ＳｉＮ膜５１２の成膜が、第１層のＣｕ配線５０４ｂ上におけるＰ－ＳｉＮ膜５０
６の成膜時と異なるのは、下地がＰ－ＳｉＯ2ではなく、感光性ポリイミド５０８となる
点である。感光性ポリイミド５０８は、Ｃｕ膜５０９やその下のＴｉ膜の除去をする際に
酸性の水溶液に曝された場合には、多くの水分を含む状態にある。また、Ｃｕ膜５０９や
その下のＴｉ膜の除去後も感光性ポリイミド５０８は大気中の水分を吸収している。一般
に、ポリイミドが水分を含む状態下でその上にＰ－ＳｉＮ膜を成膜すると、ポリイミドに
含まれる水分が気化し、Ｐ－ＳｉＮ膜などを押し上げ、剥がれてしまうことがある。これ
を防ぐためには、ＮＨ3プラズマ処理前に同一のチャンバー内で基板５０１を加熱し、感
光性ポリイミド５０８に含まれる水分を除去することが好ましい。例えば、プラズマＣＶ
Ｄ装置の基板温度を２５０℃として、３分間の脱ガス処理を行ってから、ＮＨ3プラズマ
処理を行う。
【００９７】
　次に、Ｐ－ＳｉＯ2膜５１３上にスピンコートにより、感光性のポリイミドを膜厚がＣ
ｕ配線上で９．４μｍとなるように塗布する。上述のように、ポリイミドの代わりに、ビ
スベンゾシクロブテンなどの感光性樹脂を用いることもできる。また、非感光性の樹脂も
用いることもできる。この場合には、非感光性の樹脂を塗布した後に感光性の樹脂を塗布
し、リソグラフィーによりパターンニングする。
【００９８】
　次に、塗布した感光性ポリイミドをフォトマスクにより露光し、現像を行うことにより
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、第２層のＣｕ配線５１１の上の必要な位置に開口パターン５１４ａを形成する。この形
成の後、ポリイミドを硬化させるために、２５０℃の温度で１時間の間、Ｎ2雰囲気下で
熱硬化処理を行う。そして、開口パターン５１４ａをマスクとして用いてＰ－ＳｉＯ2膜
５１３とＰ－ＳｉＮ膜５１２とに対してエッチングを行い、第２の接続孔５１４ａ、５１
３ａ、５１２ａを有する図５Ｃ（ｋ）の構造を得る。なお、図２Ａ（ｄ）に示す構造が図
５Ｃ（ｋ）に示す構造に含まれていると考えることができる。
【００９９】
　続いて、上述したのと同様の工程により、第２の接続孔５１４ａ、５１３ａ、５１２ａ
の内面と開口パターン５１４ａの上面にバリアメタルを形成した後、第３層のＣｕ配線を
形成する。
【０１００】
　また、同様の工程を繰り返すことにより、例えば、図５Ｄ（ｌ）に示すように、第１層
から第５層のＣｕ配線を有する配線構造体が得られる。なお、図２Ａ（ｄ）に示す構造が
図５Ｃ（ｌ）に示す構造に含まれていると考えることができる。
【０１０１】
　なお、図５Ｄ（ｌ）に示す断面において、第２層および第４層の偶数番目の層に上下の
層のＣｕ配線と接続されないＣｕ配線が配置されている。このように接続されないＣｕ配
線の層を隣接させずに別の層を介在させることにより、Ｃｕ配線の間の配線容量を制御す
ることができる。なお、本願発明は図５Ｄ（ｌ）に示す断面に限定されることはなく、こ
のようなＣｕ配線は任意の層に配置してもよい。
【０１０２】
　なお、ポリイミドの熱硬化温度を上層ほど低くすることにより、下層のポリイミドへの
熱負担が小さくなり、ポリイミド、Ｐ－ＳｉＮ膜、Ｐ－ＳｉＯ2膜、Ｃｕ配線の熱応力や
熱膨張に起因する剥がれや配線の断線が発生しにくくなる。また、層数が多いときには、
熱硬化温度を上層になるに従って低下させ、また、プラズマ成膜などの温度もこれに伴っ
て低下させることが好ましい。
【０１０３】
　なお、図５Ｄ（ｌ）において、例えば第３層を第１の層、第２層を第２の層とし、第１
の層のＣｕ配線を第１のＣｕ配線とする。第２層のＣｕ配線を第２のＣｕ配線とする。こ
の場合、第１無機材料膜（例えばＰ－ＳｉＮ膜）は、第２のＣｕ配線の表面のうち第１の
層の側の面および側面を覆っている。
【０１０４】
　また、図５Ｄ（ｌ）に示す配線構造体においては、各層に無機材料膜であるＰ－ＳｉＮ
膜およびＰ－ＳｉＯ2膜を配置がされている。しかし、本願発明はこの形態に限定される
ものではなく、Ｐ－ＳｉＮ膜およびＰ－ＳｉＯ2膜が配置されていない層が配線構造体に
含まれていてもよい。
【０１０５】
　例えば、図５Ｅ（ｍ）は、図５Ｃ（ｉ）と同じであり、第１層のＣｕ配線５０４ｂと第
２層のＣｕ配線５１１とが第１の接続に形成されたビア接続部を介して接続された構造が
得られている状態を示す。
【０１０６】
　図５Ｃ（ｍ）の構造が得られると、図５Ｃ（ｊ）に示すような構造を得るためにＰ－Ｓ
ｉＮ膜およびＰ－ＳｉＯ2膜を成膜せずに、感光性のポリイミドを膜厚が例えば、Ｃｕ配
線上で９．４μｍとなるように塗布し、塗布したポリイミドをフォトマスクにより露光し
、現像を行い第２層のＣｕ配線５１１の上の必要な開口パターン５１４ａを形成し、ポリ
イミドを硬化させ、図５Ｅ（ｎ）に示す構造を得ることもできる。図５Ｅ（ｎ）と図５Ｃ
（ｋ）とを比較すると、図５Ｃ（ｋ）においては第２層のＣｕ配線５１１の開口５１４ａ
を除く部分が第１の無機材料膜５１２および第２の無機材料膜５１３により覆われている
のに対し、図５Ｅ（ｎ）においては、第１の無機材料膜５１２および第２の無機材料膜５
１３が無く、第２層のＣｕ配線５１１は第１の無機材料膜および第２の無機材料膜に覆わ
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れていない。
【０１０７】
　第３層のＣｕ配線、第４層のＣｕ配線、第５層のＣｕ配線については、有機樹脂材料膜
の開口を除く部分を第１の無機材料膜および第２の無機材料膜に覆うようにすることによ
り、図５Ｆの配線構造体を得ることができる。図５Ｆ（ｐ）と図５Ｄ（ｌ）とを比較する
と、図５Ｄ（ｌ）においては、第２層のＣｕ配線の開口を除く部分が第１の無機材料膜お
よび第２の無機材料膜により覆われているのに対し、図５Ｆ（ｐ）においては、第２層の
Ｃｕ配線は第１の無機材料膜および第２の無機材料膜に覆われていない。このため、第２
層のＣｕ配線は、第１層の有機樹脂材料膜と第２層の有機材料膜との間に配置されている
と言える。
【０１０８】
　また、第２層のＣｕ配線のうち、第１層のＣｕ配線と第３層のＣｕ配線との間に配置さ
れているＣｕ配線により、第１層のＣｕ配線と第３層のＣｕ配線とを接続するためのビア
接続部は、第２層に属する上部部分と第１層に属する下部部分とに分けられる。言い換え
ると、第１層のＣｕ配線と第３層のＣｕ配線との間に配置されているＣｕ配線の上部に上
部部分が配置され、第１層のＣｕ配線と第３層のＣｕ配線との間に配置されているＣｕ配
線の下部に下部部分が配置されている。また、上部部分と第１層のＣｕ配線と第３層のＣ
ｕ配線との間に配置されているＣｕ配線の間、言い換えると、上部部分の底部には、バリ
ア導電材料が配置されている。
【０１０９】
　第１の無機材料膜および第２の無機材料膜に覆われていないＣｕ配線は、第２層に配置
が限定されるものではなく、任意の層に配置することが可能である。また、連続する層に
おいて第１の無機材料膜および第２の無機材料膜に覆われていないＣｕ配線を配置するこ
ともできる。
【０１１０】
　このように第１の無機材料膜および第２の無機材料膜に覆われていないＣｕ配線を配置
することにより、第１の無機材料膜および第２の無機材料膜の工程を省略することができ
、工程数の削減が行える。また、有機樹脂材料膜の厚さを制御することができ、基板５０
１の反りを制御したり、配線間のインピーダンスのマッチングを行ったりすることができ
る。
【０１１１】
　特に、図５Ｄ（ｌ）および図５Ｆ（ｐ）に示されるように、第２層に示される４つのＣ
ｕ配線のうち、左から２番目および３番目に位置するＣｕ配線と、第４層に示される４つ
のＣｕ配線のうち、左から２番目および３番目に位置するＣｕ配線と、の間には、絶縁膜
のみが存在し、他のＣｕ配線が配置されていない。このように、或る層に配置されるＣｕ
配線とその上の層に配置されるＣｕ配線の間に、或る層とその上の層との間の層にＣｕ配
線を配置しないことにより、或る層に配置されるＣｕ配線とその上の層に配置されるＣｕ
配線とのインピーダンスマッチングを行うことができる。特に、或る層とその上の層との
間の層の数は、１層でもよいし、２層以上であってもよい。また、或る層に配置されるＣ
ｕ配線とその上の層に配置されるＣｕ配線との間には、有機絶縁膜のみを配置することも
できるし、任意の数の無機絶縁膜を配置することができる。このように構成することによ
り、或る層に配置されるＣｕ配線とその上の層に配置されるＣｕ配線とのインピーダンス
マッチングを行い、伝送特性を向上させることができる。
【０１１２】
　（実施形態３）
　図８（ａ）は、本発明の実施形態３に係る配線構造体を用いたＬＳＩチップの配置を示
す。これは、いわゆる３次元実装と呼ばれる配置の一例である。
【０１１３】
　図８（ａ）において、マザーボード８０１の上にＣＰＵ８０３がインターポーザー８０
２を介して配置されている。ＣＰＵ８０３の上にＡＳＩＣ８０５がインターポーザー８０
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４を介して配置されている。また、ＡＳＩＣ８０５の上に、インターポーザー８０６を介
してＤＲＡＭが配置され、別のインターポーザー８０７を介して別のＤＲＡＭが配置され
、さらに別のインターポーザー８０８を介してＤＲＡＭ８０９が配置されている。インタ
ーポーザー８０２、８０４、８０６、８０７及び８０８には、上下両面に本実施形態に係
る配線構造体が配置され、各ＬＳＩとバンプ接合がされる。
【０１１４】
　このような３次元実装により、インターポーザー中のＣｕ配線を介して各ＬＳＩの信号
線、電源線及びグランド線が結線される。３次元実装は、２．５次元実装に比べて、結線
される配線の長さが短くなり、より高速な情報処理に適している。
【０１１５】
　図９（ｂ）は、インターポーザーの一例として、Ｓｉインターポーザーの断面を示す。
Ｓｉインターポーザーは、厚さが３００μｍのＳｉ基板を貫通する複数のビア中に電解メ
ッキによりＣｕを埋め込んだ構造となっている。例えば、それぞれのビアの径は１０μｍ
であり、ビアの配置ピッチは４０μｍとすることができる。本実施形態では、１μｍ以下
の幅を有する配線と、スタックトビア形成が可能であるので、このような小さなピッチの
ビアを有するインターポーザー上にも配線層を高密度で積層することができる。
【０１１６】
　なお、ＳｉインターポーザーのＣｕとＳｉ基板とを絶縁するために、図８（ｂ）に示す
ように、ビアの内側には、Ｐ－ＳｉＯ2膜８１４とＰ－ＳｉＮ膜８１５とがこの順に成膜
され、その内側にＣｕ８１３が埋め込まれている。また、それぞれの膜厚は、例えば、Ｐ
－ＳｉＯ2膜８１４の厚さは０．５μｍ、Ｐ－ＳｉＮ膜８１５の厚さは０．１μｍである
。また、Ｓｉインターポーザーの上下面にも、Ｐ－ＳｉＮ膜８１４とＰ－ＳｉＯ2膜８１
５とが成膜されている。
【０１１７】
　図９Ａ（ａ）に示すように、Ｓｉインターポーザー８１１の上下面に、スパッタリング
により、膜厚が０．１μｍのＴｉ膜８２１と膜厚が０．３μｍのＣｕ膜８２２ａを成膜す
る。Ｔｉ膜８２１は、ＣｕがＳｉ基板中に拡散しないためのバリアメタルの役割を果たす
。また、Ｃｕ膜８２２ａは、以後の電解メッキによりＣｕ層を成長させるためのシードの
機能を有する。
【０１１８】
　次に、図９Ａ（ｂ）に示すように、Ｃｕ膜８２２ａにフォトレジストを塗布し、感光及
び現像により配線パターン８２３を形成する。この後、電解メッキを用いて露出している
Ｃｕ膜８２２ａに電解メッキにより、膜厚が２．２μｍのＣｕ層８２２を成長させる。な
お、この場合のＣｕ層８２２により形成される第１層のＣｕ配線の厚さの設計寸法値は２
．０μｍとしている。
【０１１９】
　Ｃｕ層８２２を成長させた後、配線パターン８２３を形成するフォトレジストを例えば
有機溶媒により除去し、図９Ａ（ｃ）の構造を得る。上述したように、有機溶媒の代わり
に酸素プラズマによるアッシングを用いることができる。
【０１２０】
　次に、図９Ａ（ｄ）に示すように、酸性の水溶液によって、露出しているＣｕ膜８２２
ａの部分とＴｉ膜８２１の部分とを除去し、Ｃｕ層８２２により第１層のＣｕ配線を形成
する。露出しているＣｕ膜８２２ａの除去により、Ｃｕ層８２２の膜厚は設計寸法の２．
０μｍに減少させることができる。また、イオンミリングによっても、露出しているＣｕ
膜８２２ａの部分とＴｉ膜８２１の部分とを除去することができる。
【０１２１】
　次に図９Ａ（ｅ）に示すように、第１層のＣｕ配線上にプラズマＣＶＤにより、膜厚が
０．１μｍのＰ－ＳｉＮ膜８２４を成膜し、次に膜厚が１μｍのＰ－ＳｉＯ2膜８２５を
形成する。なお、図２Ａ（ａ）に示す構造が図９Ａ（ｅ）に含まれていると考えることが
できる。第１層のＣｕ配線の側面にＰ－ＳｉＮ膜８２４、Ｐ－ＳｉＯ2膜が形成されるの
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で、平面視上隣接する第１の層のＣｕ配線間の間隔を小さくすることができる。
【０１２２】
　なお、第１層のＣｕ配線密度や配線パターンがインターポーザー８１１の上下面で異な
る場合には、配線の残留ストレスが両面で異なり、インターポーザー８１１が一方に反る
ことがある。この場合には、一方の面のＰ－ＳｉＯ２膜の厚さを変えるか、膜ストレスを
変えることにより、反りを制御できる。例えば、Ｐ－ＳｉＯ２膜８２５の膜ストレスを－
２００Ｍｐａに調整することができる。
【０１２３】
　次に、第１層のＣｕ配線の表面に存在する酸化銅を実施形態２と同様に除去する。
【０１２４】
　次に、インターポーザー８１１の上面のＰ－ＳｉＯ2膜８２５の上に、スピンコートに
より感光性のポリイミドを厚さがＣｕ配線上で４．７μｍとなるように塗布する。実施形
態２のようにポリイミド以外の樹脂を用いることができる。
【０１２５】
　塗布したポリイミドをフォトマスクにより露光し、現像を行うことにより、インターポ
ーザー８１１の上面側に、第１層のＣｕ配線の上方の必要な位置に開口８２６ａを有する
パターン８２６を形成する。
【０１２６】
　同様に、インターポーザー８１１の下面にも、開口８２６ａを有するパターン８２６を
形成する。
【０１２７】
　その後、ポリイミドを上述の実施形態と同様に硬化させ、図９Ｂ（ｆ）の構造を得る。
なお、図２Ａ（ｃ）に示す構造が図９Ｂ（ｆ）に含まれていると考えることができる。
【０１２８】
　次に、インターポーザー８１１の上面のパターン８２６をマスクとして使用し、プラズ
マエッチングにより、Ｐ－ＳｉＯ2膜８２５、Ｐ－ＳｉＮ膜８２４をエッチングし、第１
の接続孔８２６ａ、８２５ａ、８２４ａを形成する。同様にインターポーザー８１１の下
面にも第１の接続孔８２６ａ、８２５ａ、８２４ａを形成する。この結果、図９Ｂ（ｇ）
の構造を得る。なお、図２Ａ（ｄ）に示す構造が図９Ｂ（ｇ）に含まれていると考えるこ
とができる。
【０１２９】
　その後、第１の接続孔の側壁や底部に付着したＳｉやＦを含む炭素化合物を除去し、酸
化したＣｕ表面を除去し、プラズマエッチングによりダメージを受けたポリイミドを回復
させるために熱処理を行うことは実施形態２と同様である。
【０１３０】
　次に、スパッタリングにより、インターポーザー８１１の上面側に膜厚が０．１μｍと
なるＴｉ膜と膜厚が０．３μｍとなるＣｕ膜８２７とを成膜する。インターポーザー８１
１の下面側にも同様のＴｉ膜とＣｕ膜８２７とを成膜する。その後、インターポーザー８
１１の上面側のＣｕ膜８２７にフォトレジストを塗布し、露光及び現像により配線パター
ン８２８を形成する。同様にインターポーザー８１１の下面側にも配線パターン８２８を
形成する。そして、電解メッキを用いて露出しているＣｕ膜８２７上に２．２μｍの厚さ
のＣｕ層８２９を成長させ、図９Ｃ（ｈ）の構造を得る。なお、Ｃｕ配線の設計寸法値は
例えば２．０μｍとする。
【０１３１】
　次に、上述の実施形態と同様の方法により、配線パターン８２８を形成するフォトレジ
ストを除去し、露出しているＣｕ膜８２７、Ｔｉ膜を除去し、図９Ｃ（ｉ）の構造を得る
。露出しているＣｕ膜８２７の除去により、Ｃｕ層８２９の膜厚を設計寸法値とすること
ができる。これにより、図９Ｃ（ｉ）に示すように、Ｃｕ層８２９により第２層の配線層
が形成され、第１層の配線層と接続する。なお、図２Ｃ（ｈ）に示す構造が図９Ｃ（ｉ）
に含まれていると考えることができる。
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【０１３２】
　次に、図９Ｄ（ｊ）に示すように、インターポーザー８１１の上面側及び下面側に、プ
ラズマＣＶＤによって膜厚が０．１μｍのＰ－ＳｉＮ膜８３０を成膜し、その上に膜厚が
１μｍのＰ－ＳｉＯ２膜８３１を成膜する。反応系は、Ｐ－ＳｉＮ膜８２４及びＰ－Ｓｉ
Ｏ２膜８２５を成膜したときと同様であり、成膜温度もポリイミドのガラス転移温度を越
えないようにする。なお、図２Ａ（ａ）に示す構造が図９Ｄ（ｊ）に含まれていると考え
ることができる。
【０１３３】
　成膜の前に、第２層のＣｕ配線の表面から酸化銅を除去するためにＣｕ配線を洗浄する
こと、また、ポリイミド８２６から水分を除去することなどは、実施形態２と同様である
。
【０１３４】
　次に、インターポーザー８１１の上面側に膜厚が４．７μｍとなるように感光性のポリ
イミドなどを塗布し、露光及び現像により、第２層のＣｕ配線の必要な位置に開口８３２
を有するパターン８３１を形成する。同様にして、インターポーザー８１１の下面側にも
パターン８３１を形成する。その後、実施形態２のようにポリイミドを硬化させ、ポリイ
ミドをマスクとして用いて、Ｐ－ＳｉＯ2膜８３１及びＰ－ＳｉＮ膜８３０をエッチング
し、第二の接続孔８３２を有する図９Ｄ（ｋ）に示す構造を得る。なお、図２Ａ（ｄ）に
示す構造が図９Ｄ（ｋ）に含まれていると考えることができる。
【０１３５】
　第２の接続孔８３２の底部に第２層のＣｕ配線８２９を露出させた後は、同様の工程を
繰り返し、第３層のＣｕ配線を形成し、同様に図９Ｅ（ｌ）に示すように、第４層のＣｕ
配線、第５層のＣｕ配線を形成することができる。なお、図２Ａ（ｄ）に示す構造が図９
Ｅ（ｌ）の第五の配線層に含まれていると考えることができる。
【０１３６】
　ポリイミドの熱硬化温度を上層ほど低くすることにより、下層のポリイミドへの熱負担
が小さくなり、ポリイミド、Ｐ－ＳｉＮ膜、Ｐ－ＳｉＯ2膜、Ｃｕ配線の熱応力や熱膨張
に起因する剥がれや配線の断線が発生しにくくなることや、また、層数が多いときには、
熱硬化温度を上層になるに従って低下させ、また、プラズマ成膜などの温度もこれに伴っ
て低下させることが好ましいことも実施形態２と同様である。
【０１３７】
　また、本実施形態では、インターポーザー８１１の両面に同じ層数のＣｕ配線を形成し
たが、必要に応じて、インターポーザー８１１の上面、下面とで層数を異なるようにする
こともできる。
【０１３８】
　なお、本実施形態において、実施形態２において説明したように、Ｃｕ配線が第１の無
機材料膜および第２の無機材料膜に覆われていない層があってもよい。また、上下の層の
Ｃｕ配線と接続されてないＣｕ配線を隣接する層に配置せずに別の層を介在させてもよい
。
【０１３９】
　（実施例）
　図１１は、実施例３にて説明した工程により配線構造体を作成したＳｉインターポーザ
ーについて、熱サイクル試験を実施したときの不良率を示すグラフである。この熱サイク
ル試験においては、Ｓｉインターポーザーの上面及び下面のそれぞれに、ビア接続部を介
した４層からなるスタックビアチェーン(チェーン数：１０００)を用いた。－２５℃から
１２５℃の温度サイクルを３０００回繰り返し、チェーン抵抗が２０％以上上昇したとき
、その配線構造体は不良である判定した。
【０１４０】
　測定サンプルは、接続孔の径を０．５μｍと２０μｍの２種とした。接続孔の径０．５
μｍはポリイミドの露光及び現像における、解像限界である。２０μｍ径は微細化のメリ
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ットがある最大径である。接続孔においてＰ－ＳｉＯ2の膜厚の割合を変化させた。Ｐ－
ＳｉＯ2の膜厚比は、Ｐ－ＳｉＮの膜厚（０．１μｍで固定）を含んで比率を算出した。
【０１４１】
　ここに、Ｐ－ＳｉＯ２の膜厚比とは、［Ｐ－ＳｉＯ2の膜厚／（Ｐ－ＳｉＯ2の膜厚＋ポ
リイミドの膜厚）］により算出される。すなわち、図１０を参照すると、第１層の配線１
００３の上端から第２層の配線１００８の下のバリアメタルの下端までの距離、すなわち
、接続孔の高さ、をＸとし、第１層の配線１００３の上端と第２層の配線１００８の下の
バリアメタルの下端との間におけるＰ－ＳｉＯ2の膜厚をＹとした場合の、Ｙ／Ｘとして
算出される値である。すなわち、Ｙ／Ｘは、接続孔の高さ（接続孔が絶縁層を貫通する長
さ）に対するＰ－ＳｉＯ2の割合である。
【０１４２】
　図１１に示すように、Ｙ／Ｘが増加するに従って不良率が低下した。接続孔径が２０μ
ｍのとき、Ｙ／Ｘが２０％で不良率が０％となった。接続孔径が０．５μｍのとき、Ｙ／
Ｘが３０％で不良率が０％となった。この結果から、接続孔におけるＰ－ＳｉＯ２の膜厚
比は２０％以上が好ましく、より好ましくは３０％以上が好ましいといえる。厳密にはＹ
／ＸにはＰ－ＳｉＮの膜厚を含んで算出されるので、Ｓｉを含有した無機材料膜の膜厚が
２０％以上となることが好ましいともいえる。ただし、Ｐ－ＳｉＯ２の膜厚比が大きくな
ると、上下の配線容量が増大し、また、インピーダンス整合が取り難くなるので、上限と
しては８０％以下となることが好ましい。
【０１４３】
　図１２は実施例３にて説明した工程により配線構造体を作成したＳｉインターポーザー
について、上記の熱サイクル試験を実施したときの不良率を示したものである。測定サン
プルは、接続孔の径を０．５μｍと２０μｍの２種とし、接続孔の高さを約５～２０μｍ
の範囲で変化させた。接続孔径０．５μｍのとき、接続孔の高さに対するＰ－ＳｉＯ2の
膜厚比（Ｐ－ＳｉＮの膜厚０．１μｍを含む）Ｙ／Ｘを２０％と３０％とした。また、接
続孔径２０μｍのとき、接続孔の高さに対するＰ－ＳｉＯ2の膜厚比（Ｐ－ＳｉＮの膜厚
０．１μｍを含む）を１０％と２０％とした。
【０１４４】
　接続孔の径が０．５μｍ、膜厚比が２０％のとき、不良率は接続孔の高さに依存せず約
１８％であった。膜厚比を３０％に増やすと、いずれの接続孔の高さでも不良率は０％と
なった。また、接続孔の径が２０μｍ、膜厚比１０％のとき、不良率は接続孔の高さに依
存せず約１５％であった。膜厚比を２０％に増やすと、いずれの接続孔高さでも不良率は
０％となった。
【０１４５】
　以上の結果から、接続孔径が０．５μｍ以上２０μｍ以下の範囲では、接続孔の高さは
不良率には影響しないことが分かった。接続孔の高さが変化してもＰ－ＳｉＯの膜厚比が
同じであれば、Ｐ－ＳｉＯの高い弾性率によってポリイミドの熱膨張が抑制される。また
。Ｐ－ＳｉＯとバリアメタルの強い密着力も接続孔内のＣｕの引っ張り応力を軽減し、ビ
ア接続孔の下部におけるボイド形成を抑制して不良率を低下させていると考えられる。
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